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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成16年７月16日開催の取締役会決議により、平成16年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又

は記録された株主の所有株式数を平成16年10月20日をもって１株を２株に分割しております。そのため、第

15期連結会計年度及び第16期中間連結会計期間の「１株当たり中間純利益又は当期純損失（△）」は分割後

の株式数に基づいて算出されております。 

３ 第15期中及び第15期における潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、中間（当期）純損

失を計上しているため記載しておりません。 

４ 平成17年４月21日開催の取締役会決議により、平成17年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又

は記録された株主の所有株式数を平成17年10月20日をもって１株を５株に分割しております。そのため、前

連結会計年度及び当中間連結会計期間の「１株当たり中間（当期）純利益」は分割後の株式数に基づいて算

出されております。 

５ 第17期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第15期中 第16期中 第17期中 第15期 第16期 

会計期間 

自 平成16年 
３月１日 

至 平成16年 
８月31日 

自 平成17年 
３月１日 

至 平成17年 
８月31日 

自 平成18年 
３月１日 

至 平成18年 
８月31日 

自 平成16年 
３月１日 

至 平成17年 
２月28日 

自 平成17年 
３月１日 

至 平成18年 
２月28日 

売上高（千円） 4,179,089 5,465,638 7,251,939 9,126,582 11,545,776 

経常利益（千円） 28,619 112,989 275,127 315,859 256,749 

中間（当期）純利益又は 

中間（当期）純損失（△）

（千円） 

△114,280 35,003 46,579 △28,359 142,592 

純資産額（千円） 2,660,673 2,779,080 3,134,919 2,741,590 2,892,145 

総資産額（千円） 4,620,591 5,023,612 6,009,665 4,839,934 5,773,131 

１株当たり純資産額（円） 118,631.77 61,732.66 12,943.00 61,046.32 12,827.75 

１株当たり中間（当期）純利

益又は中間（当期）純損失

（△）（円） 

△5,107.03 778.27 206.54 △632.75 633.51 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
― 768.46 205.66 ― 625.96 

自己資本比率（％） 57.5 55.3 48.6 56.6 50.1 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
182,940 157,800 171,407 153,836 367,598 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
152,311 107,227 △599,338 △118,966 318,853 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
227,582 39,057 90,367 54,272 379,688 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
1,555,152 1,390,613 1,820,613 1,083,358 2,155,911 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（名） 

157 

(43) 

200 

(77) 

222 

(54) 

167 

(58) 

204 

(69) 



(2）提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成16年７月16日開催の取締役会決議により、平成16年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又

は記録された株主の所有株式数を平成16年10月20日をもって１株を２株に分割しております。そのため、第

15期事業年度及び第16期中間会計期間の「１株当たり中間（当期）純利益」は分割後の株式数に基づいて算

出されております。 

３ 平成17年４月21日開催の取締役会決議により、平成17年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又

は記録された株主の所有株式数を平成17年10月20日をもって１株を５株に分割しております。そのため、前

事業年度及び当中間会計期間の「１株当たり中間（当期）純利益」は分割後の株式数に基づいて算出されて

おります。 

４ 第17期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

回次 第15期中 第16期中 第17期中 第15期 第16期 

会計期間 

自 平成16年 
３月１日 

至 平成16年 
８月31日 

自 平成17年 
３月１日 

至 平成17年 
８月31日 

自 平成18年 
３月１日 

至 平成18年 
８月31日 

自 平成16年 
３月１日 

至 平成17年 
２月28日 

自 平成17年 
３月１日 

至 平成18年 
２月28日 

売上高（千円） 3,679,733 4,562,416 5,742,274 8,057,715 9,826,349 

経常利益（千円） 13,640 106,996 245,809 319,710 267,686 

中間（当期）純利益（千円） 32,556 42,970 36,412 48,742 108,887 

資本金（千円） 1,022,798 1,026,788 1,032,043 1,024,128 1,028,610 

発行済株式総数（株） 22,428 45,018 225,690 44,910 225,460 

純資産額（千円） 2,876,729 2,933,187 3,026,242 2,888,436 3,003,567 

総資産額（千円） 4,232,765 4,217,002 4,829,776 4,351,738 4,669,215 

１株当たり純資産額（円） 128,265.11 65,155.89 13,391.29 64,316.11 13,321.95 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
1,454.91 955.41 161.47 1,087.51 483.77 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
1,445.10 943.37 160.78 1,081.26 478.0 

１株当たり配当額（円） ― ― ― ― 100 

自己資本比率（％） 68.0 69.6 62.6 66.4 64.3 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（名） 

107 

(40) 

120 

(63) 

137 

(46) 

107 

(43) 

119 

(58) 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が清算結了しております。 

 （注）１ 主要な事業の内容には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。 

３ 特定子会社であります。 

４ 有価証券報告書を提出している子会社はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社における状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均臨時雇用者数であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均臨時雇用者数であります。 

３ 前事業年度末に比し、従業員数が当中間会計期間において18名増加しておりますが、主として業容拡大に伴

  うものであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係については概ね良好であります。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

CREEK & RIVER AMERICA Inc.

  

米国 

デラウェア州  

  

千ドル 

1,400 

  

エージェンシー

事業 

100.0 

  

当社の事業内容を米国に

て展開しております 

役員の兼任２名 

CREEK & RIVER AMERICA LLC.
米国 

ニューヨーク州 
1,400 

エージェンシー

事業 

100.0 

(100.0) 

当社の事業内容を米国に

て展開しております 

役員の兼任２名 

  平成18年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

エージェンシー事業 
170 

(36) 

教育事業 
9 

─ 

出版事業 
2 

─ 

全社 
41 

(18)  

合計 
222 

(54)  

  平成18年８月31日現在

従業員数（名） 
137 

(46) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国経済の動向や原油価格の高止まりなど一部に懸念材料はあるも

のの、企業業績の改善に伴い、景気回復傾向が持続しました。一方、クリエイティブ業界におきましては、デジタ

ル技術の革新、ブロードバンド化の進展、ワンセグ放送の開始等、コンテンツ・マーケットの拡大とともに、あら

ゆる領域へコンテンツ制作ニーズが急速に膨らんでいます。 

 このような環境の下、当社は「クリエイターの生涯価値の向上」と「クライアントの価値創造への貢献」を２大

ミッションとして、事業展開を行なってまいりました。平成18年８月31日現在、33,494名のクリエイター及び

1,034社のプロダクション企業にまでそのパートナーを拡大し、日本最大規模のクリエイティブ・ネットワークを

縦横無尽に組み合わせ、クライアントのコンテンツ制作及び人材ニーズに最適なソリューションの提供に努めてま

いりました。また、クライアントの増大するコンテンツ制作業務を支援するため、制作工程を一括して受託するア

ウトソーシング事業を積極的に拡大してまいりました。  

  更に、「人の能力を阻害している社会の様々な要因を取り除き、最大限に人の叡智を解き放つ」ことをグループ

統括理念とし、韓国を中心とした海外事業や、クリエイティブ以外の専門分野での事業拡大も着実に進展いたしま

した。 

  この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高7,251百万円（前年同期比132.7％）、営業利益311百万円（前

年同期比254.9％）、経常利益275百万円（前年同期比243.5％）と、いずれも中間期としては過去最高の業績とな

りました。 

  一方で、５月に実施した本社移転に伴うコストに加え、減損会計の適用による特別損失計上により資産の健全化

を積極的に推進した結果、中間純利益は46百万円（前年同期比133.1％）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

エージェンシー事業 

 映像制作及び映像技術分野では、コアクライアントであるＴＶ局等の人材ニーズに応えるとともに、ＴＶ番組の

企画・調査から制作までを一貫して行なうメディアリサーチバンクを中心に、ＴＶ番組等の制作請負案件の受注を

拡大しました。ゲーム分野では、プロジェクト毎に制作・人材ニーズに的確に応えることで高い評価を獲得し、大

手ゲームメーカーより継続性の高い大型請負案件を受注、事業を拡大しております。今後は、ブロードバンド化や

ワンセグ放送の開始など、コンテンツを取り巻く環境が劇的に変化していく中で急速に膨らんでいるコンテンツ制

作ニーズに対応するべく、ブロードバンド・モバイル関連ビジネスをより一層強化してまいります。 

 一般ビジネス分野では、多様化するクライアントのWeb、広告・出版等の様々なコンテンツ制作需要に応える制

作請負ビジネスと、人材支援ビジネスが着実に伸長しております。特に、大手情報出版社等の制作業務を一括して

受託するアウトソーシング拠点Ｃ＆Ｒクリエイティブ・センター銀座に加え、昨年開設したＣ＆Ｒクリエイティ

ブ・センター大阪においてギフト業界大手のカタログ制作を継続的に受託するなど、制作工程を一括して受託する

アウトソーシング事業が前年対比大きく拡大いたしました。 

 また、５月には、国内独立系アセットマネジメント会社との業務提携契約を締結いたしました。今後、当社は独

自のクリエイティブ・ネットワークとノウハウを活用し、同社の投資先企業のブランド・広告・マーケティング戦

略立案を積極的に行ない、投資先企業の企業価値向上への貢献を図ってまいります。 

 海外事業では、韓国・台湾・米国において、それぞれの国に適応した分野での活動を展開しております。特に、

韓国では現地法人による主要ＴＶ局との取引が順調に拡大し、約50のチャンネルに毎月約600名のスタッフを派遣

するなど、放送映像分野を中心に大きく業績を伸ばしております。 

 また、国内連結子会社株式会社メディカル・プリンシプル社では、「民間医局」をコンセプトにドクター・エー

ジェンシー事業を展開しております。大学医局・医師・医療施設を繋ぐ的確なサービスに対する認知度向上に伴

い、着実な業績拡大を図っております。連結子会社株式会社オープンマジックでは、通販業界大手とのジョイント

ベンチャーによるコミュニティサイトの企画・開発を通じ、業績拡大を図っております。 

 これらの結果、エージェンシー事業は売上高7,004百万円（前年同期比132.6％）、営業利益657百万円（前年同

期比141.0％）となりました。 



教育・出版事業 

 教育事業は、クリエイターのキャリアアップを図り、生涯価値を高めることを目的としたトレーニング・カリキ

ュラムの運営や、各種セミナーを開催しております。連結子会社である株式会社メディカル・プリンシプル社で

は、医学生や研修医のための臨床研究病院合同セミナー「レジナビフェア」を全国各地で開催しております。更

に、ハワイ大学と業務提携契約を締結し、医師・病院経営者・研修医・医学生を対象とし、セミナーや臨床実習の

機会提供を開始しております。また、連結子会社株式会社Ｃ＆Ｒ総研では、中央省庁・自治体より受託したコンテ

ンツ産業に関するリサーチ業務が業績に貢献しております。 

 出版事業は、エージェンシー事業を補完する宣伝・サービス媒体としてプロフェッショナル・クリエイターのた

めの情報誌「Director's MAGAZINE」及びドクターのヒューマン・ドキュメント誌である「DOCTOR'S MAGAZINE」を

出版しております。 

 これらの結果、教育・出版事業は売上高247百万円（前年同期比136.4％）、営業利益21百万円（前年同期△32百

万円）となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ335百万円減少し、1,820百

万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益137百万円、減価償却費97百万円等による収入

により171百万円（前年同期は157百万円の収入）の収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出238百万円、無形固定資産の取得による

支出79百万円、その他の投資による支出233百万円等により599百万円（前年同期は107百万円の収入）の支出とな

りました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出241百万円はあったものの、長期借入によ

る収入450百万円により90百万円（前年同期は39百万円の収入）の収入となりました。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）販売実績 

 （注）１ 上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

２ 主要顧客（総販売実績に対する割合が10％以上）に該当するものはありません。 

  販売高（千円） 前年同期比（％） 

エージェンシー事業 7,004,240 132.6 

教育事業 212,814 131.0 

出版事業 34,884 182.7 

合計 7,251,939 132.7 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループにおける事業上の対処すべき課題に重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

 当中間連結会計期間において、本社移転を行なったことにより、旧本社の設備について除却を行なうとともに、新

本社の設備として取得したものは以下のとおりであります。なお、本社移転に伴う除却予定の設備について、耐用年

数を除却予定時までの期間に変更しております。この結果、臨時償却費12,220千円を特別損失に計上しております。

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、器具及び備品であります。 

２．上記設備の取得に関する従業員数は、東京本社移転によるものであり従業員数に変更はありません。 

(2) 国内子会社 

 該当事項はありません。 

(3) 在外子会社 

 該当事項はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び構

築物 
その他 合計 

東京本社 

 （東京都港区から千代田区

へ移転） 

エージェンシー事業 

教  育  事  業 

出  版  事  業 

建物及び附属設備等 147,403 43,121 190,524 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１ 提出日現在の発行数には、平成18年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。 

２ 平成18年９月１日から平成18年10月31日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数が90株増加し

ております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 447,200 

計 447,200 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成18年８月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年11月24日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 225,690 225,780 

大阪証券取引所（ニッポ

ン・ニュー・マーケット

「ヘラクレス」市場） 

― 

計 225,690 225,780 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

 （注）１ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行なう場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

            より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式を発行又は自己株式の処分を行なう場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

株主総会の特別決議日（平成14年５月28日） 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年10月31日） 

新株予約権の数（個） 29 28  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  290（注）２・３ 280（注）２・３ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 9,850円（注）１・２・３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年６月１日～ 

平成19年５月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  9,850円(注)２・３ 

資本組入額 4,925円(注)２・３ 
同左  

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割当を受けた者

は、権利行使時においても、当

社及び当社子会社の取締役・監

査役・従業員の地位にあること

を要する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当

な理由のある場合はこの限りで

ない。 

 次の各号に該当した場合、権

利行使期間満了前といえども、

直ちに新株予約権を行使する資

格を喪失し、当該新株予約権は

消滅する。 

① 禁固以上の刑に処せられた

場合 

② 死亡した場合 

③ 当社所定の書面により新株

予約権の全部又は一部を放

棄する旨を申し出た場合 

 新株予約権の譲渡、質入その

他の担保設定及び相続は認めな

い。 

 新株予約権の行使は、割当て

られた新株予約権個数の整数倍

の単位で行使するものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
当社取締役会の承認を要するも

のとする。 
同左 

代用払込みに関する事項  ─────  ───── 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新株発行（処分）株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行（処分）株式数 



２ 平成16年７月16日開催の取締役会決議により、平成16年10月20日付をもって１株を２株に株式分割いたしま

した。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額及び新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価額及び資本組入額が修正されました。 

３ 平成17年４月21日開催の取締役会決議により、平成17年10月20日付をもって１株を５株に株式分割いたしま

した。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額及び新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価額及び資本組入額が修正されましたが、提出日の前月末現在の

記載内容は当該修正を反映済みであります。 

株主総会の特別決議日（平成16年５月27日） 

  
中間会計期間末現在 

（平成18年８月31日） 

提出日の前月末現在 

（平成18年10月31日） 

新株予約権の数（個）  322.5 304.5 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,225（注）２ 3,045（注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 38,600円（注）１・２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月１日～ 

平成20年５月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  38,600円(注)２ 

資本組入額 19,300円(注)２ 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割当を受けた者

は、権利行使時においても、当

社及び当社子会社の取締役・監

査役・従業員の地位にあること

を要する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当

な理由のある場合はこの限りで

ない。 

 次の各号に該当した場合、権

利行使期間満了前といえども、

直ちに新株予約権を行使する資

格を喪失し、当該新株予約権は

消滅する。 

① 禁固以上の刑に処せられた

場合 

② 死亡した場合 

③ 当社所定の書面により新株

予約権の全部又は一部を放

棄する旨を申し出た場合 

 新株予約権の譲渡、質入その

他の担保設定及び相続は認めな

い。 

 新株予約権の行使は、割当て

られた新株予約権個数の整数倍

の単位で行使するものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
当社取締役会の承認を要するも

のとする。 
同左 

代用払込みに関する事項 ─────  ───── 



 （注）１ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行なう場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

      より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式を発行又は自己株式の処分を行なう場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

２ 平成17年４月21日開催の取締役会決議により、平成17年10月20日付をもって１株を５株に株式分割いたしま

した。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額及び新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価額及び資本組入額が修正されましたが、提出日の前月末現在の

記載内容は当該修正を反映済みであります。 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新株発行（処分）株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行（処分）株式数 



株主総会の特別決議日(平成17年５月25日) 

  
中間会計期間末現在 
(平成18年８月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年10月31日) 

新株予約権の数（個） 450 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）   2,250（注）２ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  63,709（注）１ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成22年６月１日～ 

平成24年５月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  63,709 

資本組入額 31,855 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割当を受けた者

は、権利行使時においても、当

社及び当社子会社の取締役、監

査役、従業員又は顧問の地位に

あることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職そ

の他正当な理由のある場合はこ

の限りでない。 

 また、新株予約権の割当を受

けた取引先は、権利行使時にお

いても、当社及び当社子会社と

の取引関係が良好に継続してい

ることを要する。ただし、次の

各号に該当した場合は権利を喪

失する。 

① 競合関係にある他の会社の

親会社、子会社又は関連会

社となった場合 

② 前号との取引関係が緊密で

あると客観的に判断される

場合 

③ 前二号の役員、従業員又は

顧問となった場合 

 次の各号に該当した場合、権

利行使期間満了前といえども、

直ちに新株予約権を行使する資

格を喪失し、当該新株予約権は

消滅する。 

① 禁固以上の刑に処せられた

場合 

② 死亡した場合 

③ 当社所定の書面により新株

予約権の全部又は一部を放

棄する旨を申し出た場合 

 新株予約権の譲渡、質入その

他の担保設定及び相続は認めな

い。 

 新株予約権の行使は、割当て

られた新株予約権個数の整数倍

の単位で行使するものとする。 

同左 

 



 （注）１ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行なう場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

      より生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式を発行又は自己株式の処分を行なう場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

２ 平成17年４月21日開催の取締役会決議により、平成17年10月20日付をもって１株を５株に株式分割いたしま

した。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数が修正されました。 

株主総会の特別決議日(平成17年５月25日) 

  
中間会計期間末現在 
(平成18年８月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年10月31日) 

新株予約権の譲渡に関する事項 
当社取締役会の承認を要する

ものとする。 
同左 

代用払込みに関する事項 ─────  ───── 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新株発行（処分）株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行（処分）株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１ 新株予約権の行使による増加であります。 

２ 平成18年９月１日から平成18年10月31日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数が90株、資本

金が1,593千円、資本準備金が1,593千円増加しております。 

(4) 【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年３月１日～ 

 平成18年８月31日 

 （注）１ 

230 225,690 3,432 1,032,043 3,432 267,455 

  平成18年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社シー・アンド・アール 東京都千代田区麹町２－10－９ 66,280 29.36 

井川 幸広 東京都渋谷区 46,530 20.61 

福田 浩幸 埼玉県越谷市 10,040 4.44 

依田  巽 東京都港区 2,830 1.25 

鈴木 慶子  愛知県名古屋市瑞穂区 2,830 1.25 

田中 最代治 東京都三鷹市 2,350 1.04 

クリーク・アンド・リバー社従業

員持株会 
東京都千代田区麹町２－10－９ 1,788 0.79 

有限会社エムビーエス 東京都品川区東五反田５－１３－１３ 1,700 0.75 

第一生命保険相互会社 東京都中央区晴海１－８－１２ 1,600 0.70 

四分一 武 東京都杉並区 1,574 0.69 

計 ― 137,522 60.93 



(5) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所（ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」市場）におけるものであ

ります。 

３【役員の状況】 

 該当事項はありません。 

  平成18年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 225,690 225,690 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 225,690 ― ― 

総株主の議決権 ― 225,690 ― 

  平成18年８月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 64,800 69,800 53,800 44,500 54,600 43,000 

最低（円） 54,000 52,600 34,000 27,700 32,000 36,800 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

２ 監査証明について 

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）の中間財務諸表につ

いては、中央青山監査法人の中間監査を受け、また当中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日ま

で）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間財務諸表につい

ては、一時会計監査人たるみすず監査法人の中間監査を受けております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称変更をし、みすず監査

法人となりました。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金     1,527,173 1,877,113   2,155,911 

２ 受取手形及び売掛
金 

    1,475,178 1,941,702   1,711,301 

３ たな卸資産     39,325 140,003   166,394 

４ その他     224,658 227,457   213,653 

５ 貸倒引当金     △16,630 △16,983   △20,020 

流動資産合計     3,249,704 64.7 4,169,293 69.4   4,227,241 73.2

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１   136,881 376,479   182,643 

２ 無形固定資産          

  (1）ソフトウェア   380,214  398,306 381,598   

  (2）その他   177,736 557,950 136,638 534,944 227,484 609,083 

３ 投資その他の資産          

(1）投資有価証券   338,535  298,664 361,365   

(2）長期性預金   300,000  ― ―   

(3) 敷金保証金   ―  515,131 ―   

(4）その他   537,194  215,275 476,538   

(5）貸倒引当金   △96,654 1,079,076 △100,123 928,947 △83,741 754,163 

固定資産合計     1,773,907 35.3 1,840,371 30.6   1,545,890 26.8

資産合計     5,023,612 100.0 6,009,665 100.0   5,773,131 100.0 

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１ 営業未払金     656,538 812,528   851,157 

２ 短期借入金     10,829 101,300   204,965 

３ １年内返済予定長
期借入金 

    334,500 354,884   362,318 

４ 賞与引当金     7,700 8,000   ― 

５ 保証履行引当金     28,444 36,747   35,770 

６ その他     429,447 518,307   414,911 

流動負債合計     1,467,459 29.2 1,831,767 30.5   1,869,122 32.4

Ⅱ 固定負債          

１ 社債     200,000 300,000   300,000 

２ 長期借入金     264,582 495,798   279,614 

３ 退職給付引当金     49,558 54,219   52,889 

４ その他     87,159 192,962   187,175 

固定負債合計     601,300 12.0 1,042,979 17.3   819,678 14.2

負債合計     2,068,759 41.2 2,874,746 47.8   2,688,800 46.6

           

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（少数株主持分）          

少数株主持分     175,772 3.5 ― ―   192,185 3.3

           

（資本の部）          

Ⅰ 資本金     1,026,788 20.4 ― ―   1,028,610 17.8

Ⅱ 資本剰余金     1,865,877 37.1 ― ―   1,867,700 32.4

Ⅲ 利益剰余金     △114,356 △2.2 ― ―   △6,767 △0.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    1,036 0.0 ― ―   1,411 0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定     △265 △0.0 ― ―   1,190 0.0

資本合計     2,779,080 55.3 ― ―   2,892,145 50.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    5,023,612 100.0 ― ―   5,773,131 100.0 

           

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金     ― ― 1,032,043 17.2   ― ―

２ 資本剰余金      ― ― 1,871,132 31.1   ― ―

３ 利益剰余金      ― ― 17,265 0.3   ― ―

株主資本合計      ― ― 2,920,441 48.6   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券評
価差額金  

    ― ― △606 △0.0   ― ―

２ 為替換算調整勘定      ― ― 1,271 0.0   ― ―

評価・換算差額等合
計  

    ― ― 665 0.0   ― ―

Ⅲ 新株予約権      ― ― 3,961 0.1   ― ―

Ⅳ 少数株主持分     ― ― 209,851 3.5   ― ―

純資産合計      ― ― 3,134,919 52.2   ― ―

負債純資産合計      ― ― 6,009,665 100.0   ― ―

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,465,638 100.0 7,251,939 100.0   11,545,776 100.0 

Ⅱ 売上原価     3,919,926 71.7 5,232,940 72.2   8,407,335 72.8

売上総利益     1,545,712 28.3 2,018,999 27.8   3,138,441 27.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   1,423,623 26.1 1,707,834 23.5   2,842,705 24.6

営業利益     122,088 2.2 311,164 4.3   295,736 2.6

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息配当金   4,365  1,157 7,724   

２ 投資有価証券売却
益 

  14,562  ― 16,057   

３ 為替差益   2,600  459 4,296   

４ その他   3,170 24,699 0.5 6,131 7,748 0.1 5,345 33,423 0.2

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   10,540  11,378 17,941   

２ 持分法による投資
損失 

  13,729  22,948 30,163   

３ 貸倒引当金繰入額   2,500  ― 2,500   

４ 社債発行費    4,200  ― ―   

５ その他   2,829 33,799 0.6 9,458 43,785 0.6 21,805 72,410 0.6

経常利益     112,989 2.1 275,127 3.8   256,749 2.2

Ⅵ 特別利益          

１ 貸倒引当金戻入益   7,079  1,220 12,627   

２ その他 ※４ ― 7,079 0.1 3,194 4,414 0.1 931 13,558 0.1

           

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産売却損 ※２ 182  ― 182   

２ 固定資産除却損 ※３ 263  3,261 947   

３ 投資有価証券評価
損 

  40,650  49,247 44,607   

４  臨時償却費    ―  12,220 12,220   

５  減損損失  ※５ ―  51,626 ―   

６  本社移転費用   ― 41,096 0.8 57,417 173,773 2.4 ― 57,957 0.5

匿名組合損益分配
前税金等調整前 
中間(当期)純利益 

    ― 105,768 1.5   212,350 1.8

匿名組合損益 
分配額 

    ― 31,984 0.4   2,562 0.0

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

    78,971 1.4 137,752 1.9   214,913 1.8

法人税、住民税及
び事業税 

  56,169  99,729 58,914   

法人税等調整額   △33,954 22,215 0.4 △26,221 73,507 1.0 △15,091 43,823 0.4

少数株主利益     21,753 0.4 17,665 0.2   28,497 0.2

中間(当期)純利益     35,003 0.6 46,579 0.7   142,592 1.2

           



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,863,218   1,863,218

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 増資による新株の発行   2,659 2,659 4,481 4,481

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高   1,865,877   1,867,700

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △149,360   △149,360

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益   35,003 35,003 142,592 142,592

Ⅲ 利益剰余金中間期末（期末）残高   △114,356   △6,767

      



④【中間連結株主資本等変動計算書】 

      当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日）  

（注） 平成18年５月25日開催定時株主総会決議による利益処分項目であります。 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 
少数株主持
分 

純資産
合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 
合計 

その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

前連結会計年度末

残高 

（千円） 

1,028,610 1,867,700 △6,767 2,889,543 1,411 1,190 2,602 ― 192,185 3,084,331

当中間連結会計期

間中の変動額 
          

新株の発行 

（千円） 
3,432 3,432   6,865     ―     6,865

剰余金の配当 

（千円）（注） 
    △22,546 △22,546     ―     △22,546

中間純利益 

（千円） 
    46,579 46,579     ―     46,579

株主資本以外の

項目の当中間連

結会計期間中の

変動額（純額） 

（千円） 

      ― △2,018 81 △1,937 3,961 17,665 19,689

当中間連結会計期

間中の変動額合計 

（千円） 

3,432 3,432 24,033 30,898 △2,018 81 △1,937 3,961 17,665 50,587

当中間連結会計期

間末残高 

（千円） 

1,032,043 1,871,132 17,265 2,920,441 △606 1,271 665 3,961 209,851 3,134,919



⑤【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

前連結会計年度要約 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間
（当期）純利益 

  78,971 137,752 214,913

２ 減価償却費   64,958 97,324 145,313

３ 減損損失   ― 51,626 ―

４  株式報酬費用   ― 3,961 ―

５ 連結調整勘定償却額   23,867 29,633 53,500

６ 臨時償却費   ― 12,220 12,220

７ 持分法による投資損
失 

  13,729 22,948 30,163

８ 貸倒引当金の増加額
又は減少額（△） 

  △4,727 13,112 △14,707

９ 賞与引当金の増加額
又は減少額（△） 

  △733 8,000 △8,433

10 退職給付引当金の増
加額又は減少額
（△） 

  △71 1,025 2,730

11 保証履行引当金の増
加額 

  7,249 977 14,575

12 受取利息配当金   △4,365 △1,157 △7,724

13 支払利息   10,540 11,378 17,941

14 為替差損益   △2,617 △482 △2,933

15 投資有価証券売却益   △14,562 ― △16,057

16 固定資産売却損   182 ― 182

17 固定資産除却損   263 3,261 947

18 投資有価証券評価損   40,650 49,247 44,607

19 売上債権の減少額又
は増加額（△） 

  6,739 △244,784 △241,172

20 たな卸資産の減少額
又は増加額（△）  

  △33,444 26,682 △69,696

21 仕入債務の増加額又
は減少額（△） 

  93,763 △41,683 282,359

22 その他の資産の減少
額又は増加額（△） 

  23,090 △63,053 △122,285

23 その他の負債の増加
額 

  49,808 22,639 302,185

小計   353,291 140,630 638,631

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

前連結会計年度要約 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

24 利息及び配当金の受
取額 

  4,454 1,117 8,983

25 利息の支払額   △9,424 △11,859 △16,119

26 法人税等の支払額   △190,520 △1,634 △263,896

27 法人税等の還付額   ― 43,153 ―

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  157,800 171,407 367,598

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入によ
る支出 

  △303,000 △56,500 △303,000

２ 定期預金の払戻によ
る収入  

  500,000 ― 936,560

３ 投資有価証券の取得
による支出 

  △1,050 △8,000 △1,450

４ 投資有価証券の売却
による収入 

  20,070 ― 24,564

５ 関係会社株式の取得
による支出 

  ― ― △4,500

６ 関係会社株式の売却
による収入 

  ― ― 300

７ 有形固定資産の取得
による支出 

  △16,191 △238,850 △89,735

８ 有形固定資産の売却
による収入 

  7 ― 7

９ 無形固定資産の取得
による支出 

  △99,383 △79,698 △210,201

10 貸付金の貸付けによ
る支出 

  ― ― △3,705

11 貸付金の回収による
収入 

  9,484 3,998 64,392

12 その他の投資による
支出 

  △5,146 △233,013 △100,042

13 その他の投資による
収入 

  2,437 12,725 5,665

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  107,227 △599,338 318,853

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

前連結会計年度要約 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 短期借入金の増加額
又は減少額（△） 

  1,289 △103,665 195,425

２ 長期借入による収入   ― 450,000 200,000

３ 長期借入金の返済に
よる支出 

  △167,550 △241,250 △324,700

４ 社債の発行による収
入  

  200,000 ― 300,000

５ 株式の発行による収
入 

  5,318 6,865 8,963

６ 配当金の支払額   ― △21,582 ―

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  39,057 90,367 379,688

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  3,168 2,265 6,411

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額 

  307,254 △335,297 1,072,552

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,083,358 2,155,911 1,083,358

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  1,390,613 1,820,613 2,155,911

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ８社 

主要な連結子会社の名称 

CREEK & RIVER KOREA  

Co., Ltd. 

株式会社ティー・オー・ピ

ー 

CREEK & RIVER AMERICA  

Inc. 

CREEK & RIVER AMERICA  

LLC. 

株式会社メディカル・プリ

ンシプル社 

株式会社Ｃ＆Ｒ総研 

株式会社オープンマジック 

有限会社ＢＳプロジェクト 

  
 平成17年４月27日に、子会社

有限会社ＢＳプロジェクトを設

立したことから、当中間連結会

計期間より連結の範囲に含めて

おります。 

(1）連結子会社の数 ７社 

主要な連結子会社の名称 

CREEK & RIVER KOREA  

Co., Ltd. 

株式会社ティー・オー・ピ

ー 

株式会社メディカル・プリ

ンシプル社 

株式会社Ｃ＆Ｒ総研 

株式会社オープンマジック 

有限会社ＢＳプロジェクト 

有限会社ＡＳプロジェクト 

  

  

  

 子会社CREEK & RIVER AMERIC

A Inc.、 CREEK & RIVER AMERIC

A LLC.は当連結会計期間中に清

算結了したことから、当中間連

結会計年度より連結の範囲から

除外しております。 

(1）連結子会社の数 ９社 

主要な連結子会社の名称 

CREEK & RIVER KOREA  

Co., Ltd. 

株式会社ティー・オー・ピ

ー 

CREEK & RIVER AMERICA  

Inc. 

CREEK & RIVER AMERICA  

LLC. 

株式会社メディカル・プリ

ンシプル社 

株式会社Ｃ＆Ｒ総研 

株式会社オープンマジック 

有限会社ＢＳプロジェクト 

有限会社ＡＳプロジェクト  

  平成17年４月27日に、有限会

社ＢＳプロジェクト、平成17年

11月４日に有限会社ＡＳプロジ

ェクトを設立したことから、当

連結会計年度より連結の範囲に

含まれております。 

(2）非連結子会社はありません。 (2）     同左 (2）     同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社の数 

２社 

(1）持分法適用の関連会社の数 

２社 

(1）持分法適用の関連会社の数 

２社 

  主要な関連会社の名称 

CREEK & RIVER TAIWAN  

Co., Ltd. 

株式会社リーディング・エ

ッジ社 

主要な関連会社の名称 

同左 

主要な関連会社の名称 

同左 

  (2）持分法を適用していない関連

会社（有限会社ワーカービー）

は、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の

対象から除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から

除外しております。 

(2）持分法を適用していない関連

会社（株式会社メディカルスタ

ンダード社）は、従来より中間

純利益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性が乏しいため、

持分法の適用範囲から除外して

おります。 

(2）持分法を適用していない関連

会社（有限会社ワーカービー）

は、従来より当期純利益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要

性が乏しいため、持分法の適用

から除外しておりましたが、当

連結会計年度において、第三者

割当により持分比率が低下した

ため、関連会社ではなくなって

おります。 

  また、平成17年10月31日に設

立した株式会社メディカルスタ

ンダード社は当期純利益及び利

益剰余金に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性

が乏しいため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

  (3）持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、各社の中間

会計期間に係る財務諸表を使用

しております。 

(3）     同左 (3）持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち、株式会社

メディカル・プリンシプル社の

中間決算日は12月31日、株式会

社オープンマジックの中間決算

日は４月30日、株式会社Ｃ＆Ｒ

総研及び有限会社ＢＳプロジェ

クトの中間決算日は８月31日、

その他の４社は６月30日であり

ます。 

 中間連結財務諸表の作成に当

たっては、株式会社メディカ

ル・プリンシプル社、株式会社

オープンマジックについては、

中間連結決算日現在で実施した

仮決算に基づく財務諸表を使用

し、その他の４社については各

社の中間決算日現在の財務諸表

を使用しております。ただし、

平成17年７月１日から中間連結

決算日平成17年８月31日までの

期間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行

っております。 

 連結子会社のうち、株式会社

Ｃ＆Ｒ総研、株式会社オープン

マジック、有限会社ＢＳプロジ

ェクト及び有限会社ＡＳプロジ

ェクトは中間決算日と一致し、

連結決算日は一致しておりま

す。その他３社の中間決算日は

６月30日であります。 

  中間連結財務諸表の作成に当

たっては、その他の３社につい

ては中間連結決算日との差は３

ヶ月以内であるため、当該連結

子会社の中間決算日現在の財務

諸表を基礎として連結を行って

おります。ただし、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整

を行っております。 

 連結子会社のうち、株式会社

Ｃ＆Ｒ総研、有限会社ＢＳプロ

ジェクト及び有限会社ＡＳプロ

ジェクトは連結決算日と一致

し、株式会社オープンマジック

は、当連結会計年度において、

決算期を10月31日から２月28日

に変更したことにより、連結決

算日は一致しております。その

他５社の決算日は12月31日であ

ります。 

  連結財務諸表の作成に当たっ

ては、その他の５社については

連結決算日との差は３ヶ月以内

であるため、当該連結子会社の

事業年度に係わる財務諸表を基

礎として連結を行っておりま

す。ただし、連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行って

おります。 

  また、株式会社メディカル・

プリンシプル社は、当連結会計

年度において決算期を６月30日

から12月31日に変更したことに

より、当連結会計年度における

会計期間は平成17年３月１日か

ら平成17年12月31日までの10ヶ

月間となっております。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

  

  

  

  

  

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法  

(イ)その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は総平均法によ

り算定） 

(イ)その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法によ

り算定） 

(イ)その他有価証券 

 時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は総平均法により算

定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  総平均法による原価法   総平均法による原価法を採

用しております。 

  なお、投資事業組合（投資

事業有限組合含む）への出資

に係る会計処理は、組合の資

産、負債、収益及び費用を出

資持分割合に応じて計上して

おります。 

同左 

  (ロ)デリバティブ取引  (ロ)デリバティブ取引  (ロ)デリバティブ取引  

  時価法 

（ただし、特例処理の要件

を満たしている場合には、

特例処理によっておりま

す。） 

同左 同左 

  (ハ)たな卸資産 (ハ)たな卸資産 (ハ)たな卸資産 

  商 品 移動平均法による原 

    価法 

仕掛品 個別法による原価法 

同左 同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(イ）有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定

率法を、また、在外連結子会社

は当該国の会計基準の規定に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

(イ）有形固定資産 

  当社及び国内連結子会社は定

率法を、また、在外連結子会社

は当該国の会計基準の規定に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

(イ）有形固定資産 

同左 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

  建物及び附属設備 ３～15年 

  機械装置及び運搬具  ５年 

  その他（器具備品）２～15年  

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び附属設備  ３～15年 

機械装置及び運搬具  ５年 

その他（器具備品）２～15年  

 （追加情報） 

  新本社移転計画に伴い、除却

予定の建物等について、耐用年

数を除却予定時までの期間に変

更しております。この結果、臨

時償却費12,220千円を特別損失

に計上しております。 

  

  

  

  

  

  (ロ）無形固定資産 (ロ）無形固定資産 (ロ）無形固定資産 

   当社及び国内連結子会社は定

額法を、また、在外連結子会社

は当該国の会計基準の規定に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

 なお、ソフトウェア（自社利

用）については社内における見

込利用可能期間（３～５年間）

による定額法を採用しておりま

す。 

同左 同左 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

(イ）新株発行費 

 新株発行費は支出時に全額費

用として処理しております。 

(イ）新株発行費 

同左 

(イ）新株発行費 

同左 

  (ロ）社債発行費  (ロ）社債発行費  (ロ）社債発行費  

   支出時に全額費用として処理

しております。 

同左 同左 

   ─────  ─────  (ハ）創立費  

       支出時に全額費用として処理

しております。 

(4）重要な引当金の計上基

準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 当社及び連結子会社は従業員

に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額の当中

間連結会計期間負担額を計上し

ております。 

  

(2）賞与引当金 

同左 

  

(2）賞与引当金 

 当社及び連結子会社は従業員

に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

 (追加情報) 

  当社及び連結子会社は、賞与

のうち年２回支給する給与加算

額はその支給対象期間が会計期

間に一致しているため、引当金

の計上はありません。賞与のう

ち業績連動部分については、当

連結会計年度における支給見込

みはありません。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

  (4）保証履行引当金 

 コンサルティング委嘱契約の

保証履行に備えるため、保証履

行実績率により保証履行見込額

を計上しております。 

(4）保証履行引当金 

同左 

(4）保証履行引当金 

同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 当社及び連結子会社はリース

物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によってお

り、在外連結子会社は主として

通常の売買取引に準じた会計処

理によっております。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしておりま

すので、特例処理を採用してお

ります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象 

借入金の利息 

    

  

  (3）ヘッジ方針 

 当社グループは、借入金の金

利変動リスクを回避する目的で

金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契

約毎に行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

   リスク管理方針に従って、以

下の条件を満たす金利スワップ

を締結しております。 

同左  リスク管理方針に従って、以

下の条件を満たす金利スワップ

を締結しております。 

  １）金利スワップの想定元本

と長期借入金の元本金額が

一致している。 

  １）金利スワップの想定元本

と長期借入金の元本金額が

一致している。 

  ２）金利スワップと長期借入

金の契約期間及び満期が一

致している。 

  ２）金利スワップと長期借入

金の契約期間及び満期が一

致している。 

  ３）長期借入金と金利スワッ

プの金利改定条件が一致し

ている。 

  ３）長期借入金と金利スワッ

プの金利改定条件が一致し

ている。 

  ４）金利スワップの受払い条

件がスワップ期間を通して

一定である。 

  ４）金利スワップの受払い条

件がスワップ期間を通して

一定である。 

   従って、金利スワップの特例

処理の要件を満たしているの

で、中間決算日における有効性

の評価を省略しております。 

   従って、金利スワップの特例

処理の要件を満たしているの

で、決算日における有効性の評

価を省略しております。 

(7）その他の中間連結財務

諸表（連結財務諸表）

作成のための重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の

評価については、全面時価評価

を採用しております。 

同左 同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却について

は、５年間の均等償却を行って

おります。 

同左 同左 

７ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 ──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

  当中間連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会  平成17年

12月９日  企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会  平成17年12月９日  企

業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。 

  従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は2,921,106千円であります。 

  なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間における

中間連結財務諸表は改正後の中間連結

財務諸表規則により作成しておりま

す。 

────── 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間連結会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会  平成14年８

月９日）及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会  平成15年10月31日企業会計基

準適用指針第６号）を適用しておりま

す。 

 これにより税金等調整前中間純利益

は、51,626千円減少しております。 

  なお、減損損失累計額につきまして

は改正後の中間連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 

────── 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 ────── （ストック・オプション等に関する会

計基準等） 

  当中間連結会計期間から「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会  平成17年12月

27日  企業会計基準第８号）及び「ス

トック・オプション等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会  最終改正平成18年５月31日  企業

会計基準適用指針第11号）を適用して

おります。 

  これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益が3,961千円

減少しております。 

  なお、セグメント情報に与える影響

は軽微であります。  

 ────── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

（中間連結貸借対照表） （中間連結貸借対照表） 

１ 従来、無形固定資産は一括して表示しておりました 

 が、無形固定資産に属する「ソフトウェア」が資産の 

 総額の100分の５を超えたため、区分掲記しておりま 

 す。 

  なお、前連結会計期間における「ソフトウェア」の 

 金額は130,392千円であります。 

  

２ 当中間連結会計期間より「長期性預金」が発生いた 

 しましたので、区分掲記しております。 

  「敷金保証金」は、従来、投資その他の資産の「そ 

  の他」に含めて表示しておりましたが、資産の総額の 

  100分の５を超えたため、区分掲記しております。 

   なお、前中間連結会計期間における「敷金保証金」 

  の金額は196,515千円であります。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前中間連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

外形標準課税の導入について ────── 外形標準課税の導入について 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成15

年3月31日に公布され、平成16年4月1

日以降に開始する連結会計年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当連結会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年2月13日企業

会計基準委員会実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

  この結果、販売費及び一般管理費

が5,839千円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益

が、それぞれ5,839千円減少しており

ます。 

   「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成15

年3月31日に公布され、平成16年4月1

日以降に開始する連結会計年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年2月13日企業

会計基準委員会実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

  この結果、販売費及び一般管理費

が12,681千円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益

が、それぞれ12,681千円減少してお

ります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成18年２月28日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  184,936千円   164,760千円   219,342千円

 ２ 保証債務 

下記のとおり、債務保証しております。 

 ２ 保証債務 

下記のとおり、債務保証しております。 

 ２ 保証債務 

下記のとおり、債務保証しております。 

      

相手先名 金額  種類 

大日本印刷㈱  3,501千円 

子会社取引先
㈲エス・パブ
リッシングの
買掛金債務、
手形債務 

相手先名 金額  種類 

大日本印刷㈱  2,074千円

子会社取引先
㈲エス・パブ
リッシングの
買掛金債務、
手形債務 

相手先名 金額  種類 

大日本印刷㈱  4,085千円 

子会社取引先
㈲エス・パブ
リッシングの
買掛金債務、
手形債務 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

給料手当 443,361千円

賞与引当金繰入額 7,700  

退職給付引当金繰入額 8,421 

貸倒引当金繰入額 4,348 

保証履行引当金繰入額 12,181 

地代家賃 107,187 

給料手当 526,293千円

賞与引当金繰入額 8,000 

退職給付引当金繰入額 4,780 

貸倒引当金繰入額 14,332 

保証履行引当金繰入額 32,442 

地代家賃 135,536 

給料手当  848,894千円

退職給付引当金繰入額 12,602 

保証履行引当金繰入額 35,835 

貸倒引当金繰入額 10,431 

地代家賃 202,758 

※２ 固定資産売却損の内容は次のとおりで 

  あります。 

※２          ────── ※２ 固定資産売却損の内容は次のとおりで 

  あります。 

有形固定資産（その他） 182千円  有形固定資産（その他）   182千円

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりで 

  あります。 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりで 

  あります。 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりで 

  あります。 

有形固定資産（その他） 263千円 有形固定資産（その他）    3,261千円 有形固定資産（その他）   947千円

※４          ────── ※４ 特別利益のうち「その他」の内容は次 

  のとおりであります。 

※４ 特別利益のうち「その他」の内容は次 

  のとおりであります。 

 償却債権取立益    48千円

持分変動利益 3,146 

新株引受権戻入益   900千円

持分変動利益 31 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※５          ────── ※５ 減損損失 

 (1）減損損失を認識した資産 

 (2）減損損失の認識に至った経緯 

 当該資産につき、当中間連結会計期間

においてサービス提供が終了したことに

より、当該用途に使用する資産の帳簿価

額の回収可能性が認められないこととな

ったため、帳簿価額全額を減額いたしま

した。 

 (3）減損損失の内訳 

 (4）資産のグルーピングの方法 

 当社グループは管理会計上の事業所等

を単位として資産のグルーピングを行っ

ております。ただし、遊休資産について

は個別にグルーピングを行い、提出会社

の本社管理部門に係る資産等は共有資産

としており、より大きなグルーピングで

評価しております。 

場所 用途 種類 

東京都千代田区 遊休 ソフトウェア 

ソフトウェア   51,626千円

※５          ────── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の発行済株式総数の増加230株は、新株予約権の権利行使による増加であります。  

  

２ 新株予約権に関する事項 

（注）１ 平成14年５月28日及び平成16年５月27日の新株予約権の当中間連結会計期間減少額は、新株予約権の権利行使

と権利喪失によるものであります。 

   ２ 平成17年５月25日の新株予約権の当中間連結会計期間増加額は、新株予約権の発行によるものであります。 

   ３ 上表の新株予約権のうち平成17年５月25日の新株予約権は、権利行使期間（権利行使期間 平成22年６月１日

から平成24年５月31日）が未到来となっております。 

   ４ 平成14年５月28日及び平成16年５月27日の新株予約権は、会社法の施行日前に付与された新株予約権であるた

め、残高はありません。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

     該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 225,460 230 － 225,690 

合計 225,460 230 － 225,690 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

平成14年５月28日定時株主

総会ストック・オプション 

（注）１，４ 

普通株式 390 － 100 290 － 

平成16年５月27日定時株主

総会ストック・オプション

（注）１，４ 

普通株式 4,010 － 785 3,225 － 

 

平成17年５月25日定時株主

総会ストック・オプション

（注）２，３ 

普通株式 － 2,250 － 2,250 3,961 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － 4,400 2,250 885 5,765 3,961 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月25日 

定時株主総会 
普通株式 22,546 100 平成18年２月28日 平成18年５月25日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成17年８月31日） （平成18年８月31日） （平成18年２月28日） 

現金及び預金勘定 1,527,173千円 

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△136,560  

現金及び現金同等物 1,390,613  

現金及び預金勘定 1,877,113千円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△56,500  

現金及び現金同等物 1,820,613  

現金及び預金勘定 2,155,911千円

現金及び現金同等物 2,155,911  



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

有形固
定資産 

その他 
（千円） 

計 
（千円） 器具備

品 
（千円） 

取得価額相
当額 

43,162 64,678 107,841 

減価償却累
計額相当額 

11,200 16,127 27,327 

中間期末残
高相当額 

31,962 48,551 80,514 

  

有形固
定資産 

その他 
（千円）

計 
（千円）器具備

品 
（千円）

取得価額相
当額 

50,273 115,963 166,237

減価償却累
計額相当額 

13,743 31,282 45,026

中間期末残
高相当額 

36,529 84,681 121,210

有形固
定資産 

その他 
（千円） 

計 
（千円）器具備

品 
（千円） 

取得価額相
当額 

53,429 95,533 148,963

減価償却累
計額相当額 

15,101 22,110 37,211

期末残高相
当額 

38,328 73,423 111,752

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 21,189千円

１年超 60,951 

合計 82,140 

１年内       32,475千円

１年超 90,865 

合計 123,341 

１年内       29,077千円

１年超 84,606 

合計 113,684 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 11,268千円

減価償却費相当額 10,270 

支払利息相当額 1,483 

支払リース料       17,297千円

減価償却費相当額 15,972 

支払利息相当額 1,833 

支払リース料       15,895千円

減価償却費相当額 14,553 

支払利息相当額 1,839 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 

…リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 

…リース料総額とリース物件の取得価

額相当額の差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息

法によっております。 

同左 同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料  未経過リース料  未経過リース料 

１年内 1,339千円

１年超 3,137 

合計 4,476 

１年内      1,344千円

１年超 1,923 

合計 3,267 

１年内      1,385千円

１年超 2,530 

合計 3,915 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年８月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 上記の取得原価は減損処理後の金額であり、当中間連結会計期間における減損処理額は40,650千円でありま

す。 

当中間連結会計期間末（平成18年８月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 上記の取得原価は減損処理後の金額であり、当中間連結会計期間における減損処理額は49,247千円でありま

す。 

前連結会計年度末（平成18年２月28日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 上記の取得原価は減損処理後の金額であり、当連結会計期間における減損処理額は44,607千円であります。 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 11,710 13,660 1,950 

合計 11,710 13,660 1,950 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 158,005 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 10,400 9,377 △1,023 

合計 10,400 9,377 △1,023 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 153,988 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 10,400 12,780 2,380 

合計 10,400 12,780 2,380 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 192,883 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日） 

   該当事項はありません。 

  なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除い

ております。 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

   該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除い

ております。 

  

前連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

   該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除い

ております。 



（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

１ 当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費 3,961千円 

  

２ ストック・オプションの内容 

当中間連結会計期間において付与したストック・オプションは、以下のとおりであります。 

  
平成17年５月25日定時株主総会 

 ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 
当社取締役、従業員（契約社員、派遣社員を含む）17名及

び取引先９名及び１社 

 ストック・オプションの付与数 普通株式 2,250 株 

 付与日 平成18年５月23日 

 権利確定条件 

 権利確定日において当社又は当社子会社の取締役、監査

役、従業員又は顧問の地位にあること。 

 また、取引先は権利確定日においても、当社及び当社子

会社との取引関係が良好に継続していること。 

 対象勤務期間 対象勤務期間は付されておりません 

 権利行使期間 平成22年６月１日から平成24年５月31日 

 権利行使価格      （円） 63,709 

 公正な評価単価（付与日）（円） 21,566 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日） 

 （注）１ 事業区分は、サービスの種類、性質及び販売市場の類似性等を考慮して区分しております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) エージェンシー事業 …… エージェントサービス、プロデュースサービス 

(2) 教育事業 ………………… 講習会、セミナー等の開催 

(3) 出版事業 ………………… 雑誌制作 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用の金額は311,360千円であり、その主なもの

は、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 （注）１ 事業区分は、サービスの種類、性質及び販売市場の類似性等を考慮して区分しております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) エージェンシー事業 …… エージェントサービス、プロデュースサービス 

(2) 教育事業 ………………… 講習会、セミナー等の開催 

(3) 出版事業 ………………… 雑誌制作 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用の金額は368,012千円であり、その主なもの

は、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  
エージェン
シー事業 
（千円） 

教育事業 
（千円） 

出版事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 5,284,098 162,447 19,092 5,465,638 ― 5,465,638 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
10,050 ― ― 10,050 (10,050) ― 

計 5,294,148 162,447 19,092 5,475,688 (10,050) 5,465,638 

営業費用 4,827,765 138,058 76,415 5,042,239 301,310 5,343,549 

営業利益又は営業損失

（△） 
466,382 24,389 △57,323 433,449 (311,360) 122,088 

  
エージェン
シー事業 
（千円） 

教育事業 
（千円） 

出版事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 7,004,240 212,814 34,884 7,251,939 ― 7,251,939 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
54,202 ― ― 54,202 (54,202) ― 

計 7,058,443 212,814 34,884 7,306,142 (54,202) 7,251,939 

営業費用 6,400,936 160,631 65,397 6,626,965 313,809 6,940,775 

営業利益又は営業損失

（△） 
657,507 52,182 △30,513 679,177 (368,012) 311,164 



前連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 （注）１ 事業区分は、サービスの種類、性質及び販売市場の類似性等を考慮して区分しております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) エージェンシー事業 …… エージェントサービス、プロデュースサービス 

(2) 教育事業 ………………… 講習会、セミナー等の開催 

(3) 出版事業 ………………… 雑誌制作 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用の金額は710,291千円であり、その主なもの

は、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  
エージェン
シー事業 
（千円） 

教育事業
（千円） 

出版事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高 11,220,347 252,635 72,793 11,545,776 ― 11,545,776 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
18,100 2,525 ― 20,625 (20,625) ― 

計 11,238,448 255,160 72,793 11,566,402 (20,625) 11,545,776 

営業費用 10,229,336 195,580 135,457 10,560,374 689,666 11,250,040 

営業利益又は営業損失

（△） 
1,009,112 59,579 △62,663 1,006,027 (710,291) 295,736 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

１株当たり純資産額 61,732円66銭      12,943円00銭       12,827円75銭 

１株当たり中間(当期)純利益 778円27銭    206円54銭     633円51銭 

潜在株式調整後１株当たり 

          中間（当期）純利益 

 768円46銭     205円66銭   625円96銭 

   ──────   当社は、平成17年10

月20日付で普通株式１

株につき普通株式５株

の割合で株式分割を行

いました。前期首に当

該株式分割が行われた

と仮定した場合におけ

る（１株当たり情報）

の各数値は以下のとお

りであります。 

１株当たり純

資産額 
12,346円53銭 

１株当たり中

間純利益 
155円65銭 

潜在株式調整

後１株当たり

中間純利益 

153円69銭 

 当社は、平成17年10

月20日付で普通株式１

株につき普通株式５株

の割合で株式分割を行

いました。前期首に当

該株式分割が行われた

と仮定した場合におけ

る（１株当たり情報）

の各数値は以下のとお

りであります。 

 なお、潜在株式調整

後１株当たり当期純利

益については、１株当

たり当期純損失である

ため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純

資産額 
12,209円26銭 

１株当たり当

期純損失 
126円55銭 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

中間(当期)純利益 35,003千円       46,579千円         142,592千円 

普通株主に帰属しない金額 ―千円 ―千円 ―千円 

普通株式に係る中間(当期)純利益 35,003千円       46,579千円        142,592千円 

普通株式の期中平均株式数 普通株式 44,976株 普通株式 225,511株 普通株式 225,080株 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通株

式増加数の主要な内訳 

新株予約権 

  

  

  

574株 

  

  

  

   967株 

  

  

  

   2,717株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

──────  平成17年５月25日定

時株主総会決議による

新株予約権となるスト

ック・オプション（株

式の数2,250株） 

 なお、これらの概要

は「第４提出会社の状

況、(2)新株予約権等

の状況」に記載のとお

りであります。 

────── 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 平成17年４月21日開催の当社取締

役会の決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行しており

ます。 

───── ───── 

１ 平成17年10月20日付をもって普

通株式１株につき５株に分割いた

します。 

    

(1) 分割により増加する株式数     

普通株式 180,072株     

(2) 分割方法     

 平成17年８月31日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載又

は記録された株主の所有株式数

を、１株につき５株の割合をも

って分割いたします。 

    

２ 配当起算日     

平成17年９月１日     

 当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間連結会計期

間及び前連結会計年度における１株

当たり情報及び当期首に行われたと

仮定した場合の当中間連結会計期間

における１株当たり情報は、それぞ

れ以下のとおりになります。 

    

 当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間連結会計期

間及び前連結会計年度における１株

当たり情報及び当期首に行われたと

仮定した場合の当中間連結会計期間

における１株当たり情報は、それぞ

れ以下のとおりになります。 

    

前中間連結会
計期間 

当中間連結会
計期間 

前連結会計年度 

１株当たり純
資産額 
11,863円17銭 

１株当たり純
資産額 
12,346円53銭 

１株当たり純資
産額 
12,209円26銭 

１株当たり中
間純損失 

510円70銭 

１株当たり中
間純利益 

155円65銭 

１株当たり当期
純損失 

126円55銭 

潜在株式調整
後１株当たり
中間純利益 

――― 

潜在株式調整
後１株当たり
中間純利益 

153円69銭 

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益 

――― 

   

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── ────── １ 本店移転 

     当社グループ（当社、株式会社メデ

ィカル・プリンシプル社を除く国内連

結子会社全て及び国内持分法適用関連

会社）は、業容の拡大と業務の一層の

効率化を図るために平成18年５月に東

京都千代田区へ本店移転を行いまし

た。 

 本店移転に伴い、敷金保証金及びオ

フィス環境整備のための什器・備品の

購入及び工事のため、約500,000千円

の支出を見込んでおります。 

────── ────── ２ 新株予約権の発行 

      当社は、平成17年５月25日開催第

15回定時株主総会及び平成18年５月９

日開催の取締役会決議に基づき、次の

ようにストックオプションを目的とす

る新株予約権を発行いたしました。 

（注）新株予約権の行使時の１株当 

   たり払込金額は新株予約権を 

   発行する日の属する月の前月 

   の各日の株式会社大阪証券取 

   引所における当社の普通株式 

   の普通取引の最終価格の平均 

   値に1.05を乗じた金額を適用 

   して決定したものです。 

新株予約権の発行日  平成18年５月23日  

新株予約権の個数（個）     450 

新株予約権の目的となる
株式の種類 

   普通株式  

新株予約権の目的となる
株式の数（株）  

    2,250  

新株予約権行使時の１株
当たり払込金額（円）  

  63,709（注）  

新株予約権を行使するこ
とができる期間  

 平成22年６月１日～ 

 平成24年５月31日  



(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   876,714   1,061,371 1,325,949   

２ 受取手形   33,200   71,426 23,800   

３ 売掛金   1,172,949   1,434,192 1,252,606   

４ たな卸資産    ―   25,950 88,036   

５ その他   136,457   237,079 229,149   

６ 貸倒引当金   △8,459   △7,115 △6,025   

流動資産合計     2,210,862 52.4 2,822,903 58.4   2,913,516 62.4

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１ 77,422   238,291 72,441   

２ 無形固定資産           

 (1）ソフトウェア   287,276   262,974 272,787   

  (2）その他   43,924   3,602 65,759   

計   331,201   266,577 338,546   

３ 投資その他の資
産 

          

(1）投資有価証券   168,889   155,235 205,538   

(2）関係会社株式   909,140   857,489 903,673   

(3）長期性預金   300,000   ― ―   

(4) 敷金保証金    ―   442,104 236,679   

(5）その他   633,099   256,050 246,754   

(6）貸倒引当金   △96,654   △91,537 △83,514   

(7）投資損失引当
金 

  △316,959   △117,339 △164,422   

計   1,597,516   1,502,004 1,344,710   

固定資産合計     2,006,139 47.6 2,006,872 41.6   1,755,698 37.6

資産合計     4,217,002 100.0 4,829,776 100.0   4,669,215 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 営業未払金   599,242   675,814 735,637   

２ 短期借入金    ―   100,000 200,000   

３ １年内返済予定
長期借入金 

  225,200   257,500 254,800   

４ 賞与引当金    ―   8,000 ―   

５ その他 ※２ 293,934   306,176 277,404   

流動負債合計     1,118,377 26.5 1,347,491 27.9   1,467,841 31.5

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金   117,500   412,500 150,000   

２ 退職給付引当金   44,897   40,503 44,766   

３ その他   3,040   3,040 3,040   

固定負債合計     165,437 3.9 456,043 9.4   197,806 4.2

負債合計     1,283,814 30.4 1,803,534 37.3   1,665,647 35.7

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,026,788 24.4 ― ―   1,028,610 22.0

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   262,200   ― 264,022   

２ その他資本剰余
金 

  1,603,677   ― 1,603,677   

資本剰余金合計     1,865,877 44.3 ― ―   1,867,700 40.0

Ⅲ 利益剰余金           

１ 中間（当期）未
処分利益 

  39,928   ― 105,845   

利益剰余金合計     39,928 0.9 ― ―   105,845 2.3

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    593 0.0 ― ―   1,411 0.0

資本合計     2,933,187 69.6 ― ―   3,003,567 64.3

負債資本合計     4,217,002 100.0 ― ―   4,669,215 100.0 

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本            

 １ 資本金      ― ― 1,032,043 21.4   ― ―

 ２ 資本剰余金            

(1) 資本準備金    ―   267,455 ―   

(2) その他資本剰
余金 

  ―   1,603,677 ―   

   資本剰余金合計      ― ― 1,871,132 38.7   ― ―

 ３ 利益剰余金           

  (1) 繰越利益剰余
金  

  ―   119,711 ―   

   利益剰余金合計      ― ― 119,711 2.5   ― ―

  株主資本合計     ― ― 3,022,887 62.6   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等            

１ その他有価証券
評価差額金 

    ― ― △606 △0.0   ― ―

評価・換算差額等
合計 

    ― ― △606 △0.0   ― ―

Ⅲ 新株予約権      ― ― 3,961 0.1   ― ―

  純資産合計      ― ― 3,026,242 62.7   ― ―

  負債純資産合計     ― ― 4,829,776 100.0   ― ―

            



②【中間損益計算書】 

中間売上原価明細書 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     4,562,416 100.0 5,742,274 100.0   9,826,349 100.0 

Ⅱ 売上原価     3,493,338 76.6 4,392,217 76.5   7,561,324 76.9

売上総利益     1,069,078 23.4 1,350,056 23.5   2,265,025 23.1

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    977,186 21.4 1,096,828 19.1   2,002,744 20.4

営業利益     91,891 2.0 253,228 4.4   262,280 2.7

Ⅳ 営業外収益 ※１   22,145 0.5 5,292 0.1   27,018 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２   7,041 0.2 12,712 0.2   21,612 0.2

経常利益     106,996 2.3 245,809 4.3   267,686 2.7

Ⅵ 特別利益 ※３   3,510 0.1 1,220 0.0   9,540 0.1

Ⅶ 特別損失 ※4,6   44,616 1.0 172,544 3.0   67,723 0.7

税引前中間（当
期）純利益 

    65,889 1.4 74,484 1.3   209,503 2.1

法人税、住民税
及び事業税 

  22,294   52,367 26,359   

法人税等調整額   625 22,919 0.5 △14,296 38,071 0.7 74,257 100,616 1.0

中間（当期）純
利益 

    42,970 0.9 36,412 0.6   108,887 1.1

前期繰越損失     3,042 ―   3,042 

中間（当期）未
処分利益 

    39,928 ―   105,845 

            

    
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前当事業年度の 
要約売上原価明細書 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 期首仕掛品棚卸
高 

  ― ― 86,730 2.0 ― ―

Ⅱ 業務委託費   1,304,564 37.3 1,901,608 43.3 3,144,643 41.6

Ⅲ 労務費   2,150,728 61.6 2,371,754 54.0 4,405,587 58.3

Ⅳ 経費   38,044 1.1 55,406 1.2 97,823 1.3

Ⅴ 期末仕掛品棚卸
高 

  ― ― △23,281 △0.5 △86,730 △1.2

売上原価   3,493,338 100.0 4,392,217 100.0 7,561,324 100.0 



③【中間株主資本等変動計算書】 

（注） 平成18年５月25日開催定時株主総会決議による利益処分項目であります。 

 

株主資本 評価・換算差額等 

 新株予約
権 

純資産合
計  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計  

資本準備
金 

その他資
本剰余金  

資本剰余
金合計  

その他剰
余金 

利益剰余
金合計  

繰越利益
剰余金 

前事業年度末残高 

（千円） 
1,028,610 264,022 1,603,677 1,867,700 105,845 105,845 3,002,155 1,411 1,411 ― 3,003,567

当中間会計期間中

の変動額 
           

新株の発行（千

円） 
3,432 3,432   3,432  ― 6,865  ―   6,865

剰余金の配当

（千円）（注） 
      ― △22,546 △22,546 △22,546  ―   △22,546

中間純利益（千

円） 
      ― 36,412 36,412 36,412  ―   36,412

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

（純額）（千

円） 

      ―  ― ― △2,018 △2,018 3,961 1,942

当中間会計期間中の

変動額合計 

（千円） 

3,432 3,432 ― 3,432 13,866 13,866 20,732 △2,018 △2,018 3,961 22,674

当中間会計期間末

残高 

（千円） 

1,032,043 267,455 1,603,677 1,871,132 119,711 119,711 3,022,887 △606 △606 3,961 3,026,242



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

  

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均法

により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は総平均

法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算定） 

  時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

総平均法による原価法 

なお、投資事業組合（投資

事業有限責任組合含む）へ

の出資金に関わる会計処理

は、組合の資産、負債、収

益及び費用を出資持分割合

に応じて計上しておりま

す。  

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ取引 

  時価法 

   （ただし、特例処理の要 

  件を満たしている場合に  

  は、特例処理によっており 

  ます。） 

(2）デリバティブ取引 

同左 

(2）デリバティブ取引 

同左 

  (3) たな卸資産  

―――─―― 

(3) たな卸資産  

仕掛品 個別法による原価法 

貯蔵品 最終仕入原価法 

(3) たな卸資産  

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び附属設備 ３～15年 

器具備品     ３～15年 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。  

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び附属設備 ３～15年 

器具備品     ３～15年 

（追加情報） 

 新本社移転計画に伴い、除

却予定の建物等について、耐

用年数を除却予定時までの期

間に変更しております。この

結果、臨時償却費12,220千円

を特別損失に計上しておりま

す。   

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  (2）無形固定資産 

  定額法を採用しております。

 なお、ソフトウェア（自社利 

 用）については、社内における 

 見込利用可能期間（３～５年） 

 による定額法を採用しておりま 

 す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

  均等償却によっております。

(3）長期前払費用 

同左  

(3）長期前払費用 

同左 

３ 繰延資産の処理方法 新株発行費 新株発行費 新株発行費 

  支出時に全額費用として処理し

ております。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

４ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念等

特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

同左 同左 

  (2）投資損失引当金 (2）投資損失引当金 (2）投資損失引当金 

  子会社株式及び関連会社株式

の実質価値の低下による損失に

備えて、その財政状態等を勘案

して必要と認められる額を計上

しております。 

同左 同左 

 (3）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額の当中間会計期間負担額を計

上しております。 

（追加情報） 

 賞与のうち年２回支給する給

与加算額はその支給対象期間が

会計期間に一致しているため、

引当金の計上はありません。賞

与のうち業績連動部分について

は、当中間会計期間における支

給見込みはありません。 

(3）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額の当中間会計期間負担額を計

上しております。 

(3）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

  

（追加情報） 

 賞与のうち年２回支給する給

与加算額はその支給対象期間が

会計期間に一致しているため、

引当金の計上はありません。賞

与のうち業績連動部分について

は、当事業年度における支給見

込みはありません。 

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき計上してお

ります。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしておりま

すので、特例処理を採用してお

ります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ 

ヘッジ対象 

借入金の利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 当社は、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契約毎に行っ

ております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

   リスク管理方針に従って、以

下の条件を満たす金利スワップ

を締結しております。 

同左  リスク管理方針に従って、以

下の条件を満たす金利スワップ

を締結しております。 

  １）金利スワップの想定元本

と長期借入金の元本金額が

一致している。 

  １）金利スワップの想定元本

と長期借入金の元本金額が

一致している。 

  ２）金利スワップと長期借入

金の契約期間及び満期が一

致している。 

  ２）金利スワップと長期借入

金の契約期間及び満期が一

致している。 

  ３）長期借入金と金利スワッ

プの金利改定条件が一致し

ている。 

  ３）長期借入金と金利スワッ

プの金利改定条件が一致し

ている。 

  ４）金利スワップの受払い条

件がスワップ期間を通して

一定である。 

  ４）金利スワップの受払い条

件がスワップ期間を通して

一定である。 

   従って、金利スワップの特例

処理の要件を満たしているの

で、中間決算日における有効性

の評価を省略しております。 

   従って、金利スワップの特例

処理の要件を満たしているの

で、決算日における有効性の評

価を省略しております。 

７ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

  当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会  平成17年12月

９日  企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会  平成17年12月９日  企業会

計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

  従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は3,022,281千円であります。 

  なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間財

務諸表は改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。  

────── 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会  平成14年８月

９日）及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会  平成15年10月31日企業会計基準

適用指針第６号）を適用しておりま

す。 

 これにより税金等調整前中間純利益

は、51,821千円減少しております。 

  なお、減損損失累計額につきまして

は改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除しており

ます。  

────── 

────── （ストック・オプション等に関する会

計基準等） 

  当中間会計期間から「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（企業

会計基準委員会  平成17年12月27

日  企業会計基準第８号）及び「スト

ック・オプション等に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会  最終改正平成18年５月31日  企業

会計基準適用指針第11号）を適用して

おります。 

  これにより営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益が3,961千円減少し

ております。  

 ────── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

（中間貸借対照表）  （中間貸借対照表）  

１ 「ソフトウェア」は、従来、無形固定資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、資産の総額の100

分の５を超えたため、区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間における「ソフトウェア」の金

額は47,418千円であります。 

２ 当中間会計期間より「長期性預金」が発生いたしま

したので、区分掲記しております。  

 「敷金保証金」は、従来、投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、資産の総額の100分

の５を超えたため、区分掲記しております。  

 なお、前中間会計期間における「敷金保証金」の金額は

150,598千円であります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

外形標準課税の導入について  ────── 外形標準課税の導入について 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成15

年3月31日に公布され、平成16年4月1

日以降に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、前会計期間から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年2月13日企業会計基準

委員会実務対応報告第12号）に従い

法人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

  この結果、販売費及び一般管理費

が5,839千円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益

が、それぞれ5,839千円減少しており

ます。 

   「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成15

年3月31日に公布され、平成16年4月1

日以降に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当事業年度から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年2月13日企業会計基準

委員会実務対応報告第12号）に従い

法人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

  この結果、販売費及び一般管理費

が11,202千円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益

が、それぞれ11,202千円減少してお

ります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度末 
（平成18年２月28日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  147,480千円   116,602千円        173,399千円

※２ 消費税等の取扱い ※２ 消費税等の取扱い ※２     ―――――― 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺の上、金額的重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。 

同左   

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息配当金 4,626千円

投資有価証券売却益  14,562千円

受取利息配当金   2,096千円 受取利息配当金    8,008千円

投資有価証券売却益   14,562千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 5,278千円 支払利息   5,683千円 支払利息 8,829千円

投資事業組合投資損失 6,274千円

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 3,510千円 貸倒引当金戻入益   1,220千円 貸倒引当金戻入益    9,540千円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 263千円

投資有価証券評価損 40,650千円

投資損失引当金繰入額 3,520千円

固定資産除却損    2,874千円

投資有価証券評価損   48,000千円

関連会社株式評価損  210千円

本社移転費用  57,417千円

臨時償却費  12,220千円

減損損失 51,821千円

固定資産売却損     182千円

固定資産除却損 263千円

投資有価証券評価損   44,607千円

投資損失引当金繰入額    2,382千円

子会社整理損 8,067千円

臨時償却費 12,220千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 11,311千円

無形固定資産 30,446千円

有形固定資産   24,482千円

無形固定資産 39,461千円

有形固定資産   25,008千円

無形固定資産  73,230千円

※６          ────── ※６ 減損損失 

 (1）減損損失を認識した資産 

 (2）減損損失の認識に至った経緯 

 当該資産につき、当中間会計期間にお

いてサービス提供が終了したことによ

り、当該用途に使用する資産の帳簿価額

の回収可能性が認められないこととなっ

たため、帳簿価額全額を減額いたしまし

た。 

 (3）減損損失の内訳 

 (4）資産のグルーピングの方法 

 当社は管理会計上の事業所等を単位と

して資産のグルーピングを行っておりま

す。ただし、遊休資産については個別に

グルーピングを行い、本社管理部門に係

る資産等は共有資産としており、より大

きなグルーピングで評価しております。 

場所 用途 種類 

東京都千代田区 遊休 ソフトウェア 

ソフトウェア   51,821千円

※６          ────── 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

（注） 普通株式の株式数の増加230株は、新株予約権の権利行使による増加であります。 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 225,460 230 － 225,690 

合計 225,460 230 － 225,690 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１ リース物件の所有権が借主に移 

 転すると認められるもの以外のフ 

 ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移 

 転すると認められるもの以外のフ 

 ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移 

 転すると認められるもの以外のフ 

 ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額及び期末

残高相当額 

  

  

有形固
定資産 

その他 
(千円) 

計 
（千円） 器具備

品 
（千円） 

取得価額相
当額 

16,854 423 17,277 

減価償却累
計額相当額 

2,648 84 2,732 

中間期末残
高相当額 

14,205 338 14,544 

  

  

有形固
定資産 

その他 
(千円) 

計 
（千円）器具備

品 
（千円）

取得価額相
当額 

28,717 423 29,140

減価償却累
計額相当額 

6,680 169 6,849

中間期末残
高相当額 

22,037 253 22,291

  

有形固
定資産 

その他 
(千円) 

計 
（千円）器具備

品 
（千円） 

取得価額相
当額 

16,854 423 17,277

減価償却累
計額相当額 

4,268 126 4,395

期末残高相
当額 

12,585 296 12,881

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 3,251千円

１年超 11,454 

合計 14,705 

１年内   5,688千円

１年超 16,837 

合計 22,526 

  

１年内 3,283千円

１年超 9,804 

合計 13,087 

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 1,517千円

減価償却費相当額 1,424 

支払利息相当額 153 

支払リース料  2,546千円

減価償却費相当額 2,453 

支払利息相当額 122 

支払リース料  3,272千円

減価償却費相当額 3,087 

支払利息相当額 291 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 

…リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

同左 同左 

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 

…リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。 

同左 同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 1,339千円

１年超 3,137 

合計 4,476 

１年内   1,344千円

１年超 1,923 

合計 3,267 

１年内   1,385千円

１年超 2,530 

合計 3,915 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年８月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成18年８月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成18年２月28日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

有価証券 

有価証券 

有価証券 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は以下のと

おりであります。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

１株当たり純資産額 65,155円89銭      13,391円29銭       13,321円95銭 

１株当たり中間（当期）純利益 955円41銭   161円47銭      483円77銭 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益 
943円37銭    160円78銭      478円00銭 

    

 当社は、平成17年10

月20日付で普通株式１

株につき普通株式５株

の割合で株式分割を行

いました。前期首に当

該株式分割が行われた

と仮定した場合におけ

る（１株当たり情報）

の各数値は以下のとお

りであります。  

１株当たり純

資産額 
13,031円18銭 

１株当たり中

間純利益 
191円08銭 

潜在株式調整

後１株当たり

中間純利益 

188円67銭 

 当社は、平成17年10

月20日付で普通株式１

株につき普通株式５株

の割合で株式分割を行

いました。前期首に当

該株式分割が行われた

と仮定した場合におけ

る（１株当たり情報）

の各数値は以下のとお

りであります。  

１株当たり純

資産額 
12,863円22銭 

１株当たり当

期純利益 
217円50銭 

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益 

216円25銭 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

中間（当期）純利益 42,970千円       36,412千円       108,887千円 

普通株主に帰属しない金額 ―千円   ─千円   ─千円 

普通株式に係る中間（当期）純利益 42,970千円      36,412千円       108,887千円 

普通株式の期中平均株式数 普通株式 44,976株 普通株式 225,511株 普通株式 225,080株 

潜在株式の調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた中間

（当期）純利益調整額 

―千円   ―千円  ― 千円 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通株

式増加数の主要な内訳 

新株予約権 

  

  

  

574株 

  

  

  

   967株 

  

  

  

   2,717株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

――─―――  平成17年５月25日定

時株主総会決議による

新株予約権となるスト

ック・オプション（株

式の数2,250株） 

 なお、これらの概要

は「第４提出会社の状

況、(2)新株予約権等

の状況」に記載のとお

りであります。 

――――─― 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 平成17年４月21日開催の当社取締

役会の決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行しており

ます。 

────── ────── 

１ 平成17年10月20日付をもって普

通株式１株につき５株に分割いた

します。 

    

(1) 分割により増加する株式数      

普通株式  180,072株     

(2) 分割方法     

 平成17年８月31日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載又

は記録された株主の所有株式数

を、１株につき５株の割合をも

って分割いたします。 

    

２ 配当起算日     

平成17年９月１日     

 当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間会計期間及

び前事業年度における１株当たり情

報及び当期首に行われたと仮定した

場合の当中間会計期間における１株

当たり情報は、それぞれ以下のとお

りになります。 

    

前中間会計期
間 

当中間会計期
間 

前会計年度 

１株当たり純
資産額 
12,826円51銭 

１株当たり純
資産額 
13,031円18銭 

１株当たり純資
産額 
12,863円22銭 

１株当たり中
間純利益 

145円49銭 

１株当たり中
間純利益 

191円08銭 

１株当たり当期
純利益 

217円50銭 

潜在株式調整
後１株当たり
中間純利益 

144円51銭 

潜在株式調整
後１株当たり
中間純利益 

188円67銭 

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益 

216円25銭 

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── ────── １ 本店移転 

     当社は、業容の拡大と業務の一層の

効率化を図るために平成18年５月に東

京都千代田区へ本店移転を行いまし

た。 

 本店移転に伴い、敷金保証金及びオ

フィス環境整備のための什器・備品の

購入及び工事のため、約500,000千円

の支出を見込んでおります。 

────── ──────  ２ 新株予約権の発行 

      当社は、平成17年５月25日開催第

15回定時株主総会及び平成18年５月９

日開催の取締役会決議に基づき、次の

ようにストックオプションを目的とす

る新株予約権を発行いたしました。 

（注）新株予約権の行使時の１株当 

   たり払込金額は新株予約権を 

   発行する日の属する月の前月 

   の各日の株式会社大阪証券取 

   引所における当社の普通株式 

   の普通取引の最終価格の平均 

   値に1.05を乗じた金額を適用 

   して決定したものです。 

新株予約権の発行日  平成18年５月23日  

新株予約権の個数（個）     450 

新株予約権の目的となる
株式の種類 

   普通株式  

新株予約権の目的となる
株式の数（株）  

    2,250  

新株予約権行使時の１株
当たり払込金額（円）  

  63,709（注）  

新株予約権を行使するこ
とができる期間  

 平成22年６月１日～ 

 平成24年５月31日  



(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券届出書  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２

号の２（新株予約権の発行）の規定に基づくもの  

平成18年５月９日 

関東財務局長に提出。 

(2) 訂正届出書  上記(1) 有価証券届出書の訂正届出書 

  

平成18年５月11日 

関東財務局長に提出。 

(3) 訂正届出書 上記(1) 有価証券届出書及び(2) 訂正届出書の訂正

届出書 

平成18年５月23日  

関東財務局長に提出。  

(4) 有価証券届出書及び

その添付書類 

事業年度  

（第16期）  

自 平成17年３月１日  

至 平成18年２月28日  

平成18年５月26日  

関東財務局長に提出。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月２８日

株式会社クリーク・アンド・リバー社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社クリーク・

アンド・リバー社の平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年３月１日か

ら平成１７年８月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社クリーク・アンド・リバー社及び連結子会社の平成１７年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１７年３月１日から平成１７年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安   義 利 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 花 岡 克 典 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１１月２４日

株式会社クリーク・アンド・リバー社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社クリー

ク・アンド・リバー社の平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年３月１

日から平成１８年８月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表に

は全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的

な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われて

いる。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社クリーク・アンド・リバー社及び連結子会社の平成１８年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１８年３月１日から平成１８年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より、「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間連結財務諸表を

作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 花 岡 克 典 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月２８日

株式会社クリーク・アンド・リバー社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社クリーク・

アンド・リバー社の平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの第１６期事業年度の中間会計期間（平成１７年３月１日か

ら平成１７年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社クリーク・アンド・リバー社の平成１７年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年３月１

日から平成１７年８月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安   義 利 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 花 岡 克 典 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１１月２４日

株式会社クリーク・アンド・リバー社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社クリー

ク・アンド・リバー社の平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの第１７期事業年度の中間会計期間（平成１８年３月１

日から平成１８年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社クリーク・アンド・リバー社の平成１８年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年３月１

日から平成１８年８月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間財務諸表を作成してい

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 花 岡 克 典 
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